
令和元年度 第１回 滋賀地方最低賃金審議会 

審 議 次 第 
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（２） 滋賀地方最低賃金審議会の公開について 
 

（３） 滋賀県最低賃金の改正決定について（諮問） 
 

（４） 滋賀県最低賃金専門部会の設置について 
 

（５） 滋賀地方最低賃金審議会特別検討小委員会の設置について 
 

（６） 実地視察について 
 

（７） その他 
 
 
閉   会 
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滋賀地方最低賃金審議会運営規程 
（規程の目的） 
 第１条 この規程は、滋賀地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事に関

し、最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほか、必要な事項について

定めるものである。 
（会議の招集） 
 第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、

滋賀労働局長、７人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益代

表委員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招

集する。 
   ２ 前項の規程により滋賀労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の原則として１週間前ま

でに、会長に通知しなければならない。 
   ３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、滋

賀労働局長に通知するものとする。 
（小委員会等） 
 第３条 会長は、審議会の議決により、特定の事案について、事実の調査をし、又は細

目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設けることができる。 
（委員の欠席） 
 第４条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を会長

に適当な方法で通知しなければならない。 
   ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ会長

に適当な方法で通知しなければならない。 
（議事の進行） 
 第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けるものとす

る。 
３ 審議会は、会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を

聴くことができる。 
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（会議の公開） 
 第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害

されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開とすることができ

る。 
２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措

置をとることができる。 
（議事録及び議事要旨） 
 第７条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、会長及び会長の指名し

た委員２人が署名するものとする。 
   ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利

利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、議事録の一部

又は全部を非公開とすることができる。 
   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

４ 前三項の規程は、小委員会等について準用する。 
（意見及び建議の提出） 
 第８条 会長は、審議会が議決を行ったときは、答申書又は議決書をその都度滋賀労働

局長に送付するものとする。 
（小委員会等の規程） 
 第９条 この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な事項は、小

委員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 
（規程の改廃） 

 第１０条 この規程の改廃は審議会の議決に基づいて行う。 
   附 則 

 (施行期日） 
  第１条 この規程は平成１３年５月２１日から施行する。 
  附 則 

 (施行期日） 
第１条 この規程は平成１８年５月１５日から施行する。 
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経済財政運営と改革の基本方針 2019 

（令和元年６月21日閣議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 
第１章 現下の日本経済 
 

１．内外の経済動向と今後の課題 

（１）日本経済の現状と課題 

第２次安倍内閣が発足した2012年当時、我が国は、経済の低迷やデフレに苦しみ、成

長力の低下やグローバル競争の激化をはじめ、その取り巻く経済環境の厳しさが増す中

で、国民の間では、閉塞感や先行きの不透明感が強まる状況に陥っていた。このため、

まずは経済再生を最優先の政策課題に据え、アベノミクスを強力に推進し広く展開する

ことにより、こうした局面を打開することに成功した。 

現在の我が国経済は、デフレではない状況を作り出し、長期にわたる回復を持続させ

ており、ＧＤＰは名目・実質ともに過去最大規模に達した。国民生活に密接に関わる雇

用・所得環境も、大きく改善している。雇用面では、生産年齢人口がこの６年間で約500

万人減少する中にあっても、女性・高齢者の労働参加により就業者が約380万人増加し

た。また、過去最高水準の企業収益が続く中、最低賃金は2016年度以降３年連続で３％

程度の引上げを実現したほか、春季労使交渉では中小企業を含め２％程度の高い賃金上

昇が続くなど、着実かつ継続的な賃上げが実現している。 

アベノミクスの成果は地域にも波及し、統計を取り始めて以来初めて有効求人倍率は

全都道府県で１倍を超える状態が続くとともに、2000 年代半ばの景気回復期と比べて、

全国的に景況感が改善する中で地域間のばらつきも小さくなっている。さらに、地方圏

の地価がバブル崩壊後初めて上昇に転じるなど、地方における経済の好循環の前向きな

動きが生まれ始めている。 

一方で、中国経済の減速等を背景に輸出や生産が弱含んでおり、先行きについても、

米中貿易摩擦の激化など通商問題の動向が世界経済に与える影響や中国経済の先行きな

どの下方リスクにはしっかり目配りする必要がある。 

 

財政面では、我が国の財政は引き続き厳しい状況にあるものの、国・地方の税収は景

気回復の継続等により過去最高となり、国・地方の基礎的財政収支（以下「ＰＢ」とい

う。）の対ＧＤＰ比は、2012 年度の▲5.5％から2018 年度には▲2.8％に縮小する見込

みである。また、新経済・財政再生計画（2019～25年度）を定め、団塊の世代が75歳に

入り始める2022 年までの３年間を「基盤強化期間」（2019～21 年度）と位置付け、令

和元年度予算から目安に沿った予算編成を行うなど、引き続き経済再生と財政健全化に

着実に取り組むこととされた。 

2019 年 10 月には、全世代型社会保障の構築に向け、少子化対策や社会保障に対する
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安定的な財源を確保するため、また、社会保障の充実と財政健全化にも資するよう、消

費税率の８％から10％への引上げを予定している。今回は、前回2014 年４月の引上げ

後に景気の回復力が弱まったという経験を十分にいかし、需要変動の平準化に万全を期

すこととしている。すなわち、教育無償化や社会保障の充実、軽減税率制度の実施によ

り、今回の引上げによる経済への影響を２兆円程度に抑制する。加えて、予算面では、

臨時・特別の措置として、令和元年度当初予算において、２兆円程度、税制面では 0.3

兆円程度、合わせて2.3兆円程度という十二分な規模の措置を盛り込んだところであり、

これらの適切な執行により、消費税率引上げ前後の需要変動の平準化を図り、経済の回

復基調に影響を及ぼさないように取り組むこととしている。 

 

中長期の課題に目を転ずれば、平成から令和の時代に引き継がれた課題が多いことは、

否めない。人口減少・少子高齢化の進行、第４次産業革命の到来、生産性と成長力の伸

び悩み、世界的なデジタル化の流れ、通商問題・保護主義の台頭、エネルギー・環境制

約の高まり、地方経済の活性化、大規模自然災害の頻発、社会保障と財政の持続可能性

など、我が国が直面する大きな変化や喫緊の課題は、枚挙に暇がない。特に、これまで

世界的にも経験したことがない、人口減少や少子高齢化の急速な進展は、我が国経済が

直面する最大の壁となっている。 

 

（中略） 

 

第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 

 

（中略） 

 

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進 

 一人一人の人材の質を高めるとともに、人生100年時代に向けて誰もが生きがいを感

じてその能力を思う存分に発揮できる社会を構築するため、「人づくり革命」と「働き

方改革」を推進する。また、Society 5.0時代のニーズに合わせて、従来の型にはまった

教育システムを複線型に転換するなど、多様性を追求できる仕組みに改革する。あわせ

て、成長と分配の好循環を継続・拡大させるため、就職氷河期世代の人々が安定的に就

労するなど社会への参画機会を拡大する仕組みを構築するとともに、最低賃金の上昇を

実現する。 

（中略） 

（３）所得向上策の推進 

（中略） 

② 最低賃金の引上げ 

経済成長率の引上げや日本経済全体の生産性の底上げを図りつつ、中小企業・小規模

事業者が賃上げしやすい環境整備に積極的に取り組む。生産性向上に意欲をもって取り
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組む中小企業・小規模事業者に対して、きめ細かな伴走型の支援を粘り強く行っていく

ことをはじめ、思い切った支援策を講ずるとともに、下請中小企業振興法1に基づく振興

基準の更なる徹底を含め取引関係の適正化を進め、下請事業者による労務費上昇の取引

対価への転嫁の円滑化を図る。 

最低賃金については、この３年、年率３％程度を目途として引き上げられてきたこと

を踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域間格差にも配慮しながら、これらの取組とあ

いまって、より早期に全国加重平均が1000円になることを目指す。あわせて、我が国の

賃金水準が他の先進国との比較で低い水準に留まる理由の分析2をはじめ、最低賃金の在

り方について引き続き検討する。 

 

（中略） 

 

第３章 経済再生と財政健全化の好循環 
 

１．新経済・財政再生計画の着実な推進 

「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針の下、新経済・財政再生計画を着

実に推進する。海外発の下方リスクがみられる中、デフレ脱却・経済再生最優先との安

倍内閣の経済政策の基本方針を堅持し、成長と分配の好循環を持続・拡大させることが

不可欠である。 

このためには、新経済・財政再生計画の着実な推進を通じて、デフレ脱却・経済再生

の取組の強化と同時に、歳出改革や歳入改革に当たっても経済再生に寄与する改革とす

ることが重要である。具体的には、①社会保障改革による保険料負担の伸びの抑制・労

働参加の促進、②人的投資をはじめとする民間投資の喚起、③規制・制度改革を通じた

公的分野への民間参入・官民連携を併せて実現していく。特に、パラダイムシフトの鍵

となるSociety 5.0実現の加速に向けて、徹底したデジタル化をはじめ次世代型行政サ

ービスの構築に早期に取り組むことにより、新たな民間投資やサービスの呼び水とする

とともに、中長期的な成長基盤を強化する。 

①については、引き続き、企業の生産性の向上や賃上げに向けた財政的なインセンテ

ィブ等を通じて賃上げの流れが確実に継続するよう促すとともに、引き続き、経済成長

率の引上げや中小企業・小規模事業者を中心とする生産性の底上げを支援しつつ、最低

賃金の力強い上昇を実現していく。新経済・財政再生計画に基づき、医療・介護改革を

着実に推進し社会保険料負担の伸びを抑制するほか、年金改革等を通じてより多くの国

民の労働参加を促すこと等により、可処分所得の継続的な拡大を実現する。これらの取

組により、可処分所得の増大と将来の安心の確保を通じて消費を拡大する。マイナンバ

ーカードを活用した消費活性化策や健康づくり支援等の実効性が高まるよう、マイキー

                                            
1 下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）。 
2 業種業態別、地域別の実態分析を含む。 
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プラットフォームの早期かつ広範な普及を進める。 

②については、財政の利活用や制度改革等により、Society 5.0時代に向けた人的投

資を一層喚起する。このため、メンバーシップ型からジョブ型の雇用形態3への転換、よ

り効率的で成果が的確に評価される働き方、労働移動の円滑化等を含め、今後、フェー

ズⅡの働き方改革に向けて必要な制度改革や仕組みづくりに取り組む。企業による従業

員への人的投資や教育機関による適切なカリキュラムの提供等を支援する。企業におけ

る人的投資の活性化・見える化に向けて、機関投資家等と関係省庁が連携し、人的資本

の非財務情報の活用の在り方について検討を進める。また、人的投資に関する開示の状

況について調査し、好事例の収集・公表等を通じて、企業における開示の充実を促進す

る。政府事業・制度等の一層のイノベーション化等を通じ官民を挙げて研究開発を推進

するとともに、大学・研究機関等における人的資本をより高め、産学連携を通じてより

多面的な活用を図る。 

③については、規制・制度改革を通じた公的分野への民間参入・官民連携を促進し、

民需中心に継続的に需要拡大するとともに財政の効率化と質の向上を併せて実現してい

く。このため、次世代型行政サービスへの改革を推進するとともに、予防・健康づくり

やデータヘルスの取組、ＰＰＰ／ＰＦＩなどの公的サービスの産業化の取組を加速・拡

大し、公的サービスに付随する投資や新たなサービスの創出を促進する。また、既存資

源・資本の有効活用等により、必要な再投資を可能とするとともに、中期にわたる円滑

な取組を強化するなどの予算上の対応を工夫しつつ、賢い予算支出を実現する。 

 

（中略） 

 

第４章 当面の経済財政運営と令和２年度予算編成に向けた考え方 
 
１．当面の経済財政運営について 

（１）消費税率引上げへの対応 

政府は、2019年10月１日の消費税率10％への引上げに当たり、下記の各措置や防災・

減災、国土強靱化を含めた2019年度の臨時・特別の措置等の適切な執行により、消費税

率引上げ前後の需要変動の平準化を図り、経済の回復基調に影響を及ぼさないように取

り組む。 

 

① 駆け込み・反動減の平準化 

消費税率引上げの前後において、事業者のそれぞれの判断によって柔軟な価格設定が

行われるよう、諸外国の例等を踏まえ整備した「消費税率の引上げに伴う価格設定につ

いて（ガイドライン）」4の周知を進める。 

                                            
3 職務や勤務場所、勤務時間が限定された働き方等を選択できる雇用形態。 
4 「消費税率の引上げに伴う価格設定について（ガイドライン）」（平成30年11月28日内閣官房・公正取引委員会・

消費者庁・財務省・経済産業省・中小企業庁）。 
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同時に、下請などの中小企業・小規模事業者に対する消費税の転嫁拒否等が行われな

いよう、転嫁拒否等に対する監視、取締りや、事業者等に対する指導、周知徹底等に努

め、万全の転嫁対策を講ずる。 

キャッシュレス・消費者還元事業5、プレミアム付商品券事業6、耐久消費財（自動車・

住宅）に係る税制・予算措置により、消費税率引上げ前後の需要変動を平準化し、消費

を喚起・下支えする。これらの措置についても、事業者に混乱が生じないよう、また、

消費者が安心して購買できるよう、周知・広報を強力に実施する。 

 

（中略） 

 

（２）当面の経済財政運営 

政府は、成長を持続し、経済再生と財政健全化の好循環を実現していくため、Society 

5.0 の実現や適切な物的・人的投資の一層の喚起等によって、潜在成長率を引き上げ、

成長力の強化を進める。賃上げなど所得向上に向けた取組や地方での好循環の前向きな

流れを確実にする取組等を通じて、成長と分配の好循環の拡大を目指す。全世代型社会

保障の推進や国の財政の持続可能性を見据えた取組等によって、将来に対する不安に対

応する。 

日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、２％の物価安定の目標の下、金

融緩和を推進し、目標をできるだけ早期に実現することを期待する。 

 

（以下、略） 

                                            
5 2019年10月からオリンピック・パラリンピック前の2020年６月までの９か月間に限定し、中小・小規模事業者等に

おいて消費者がキャッシュレス決済を行う場合、５％（又は２％）ポイント還元により支援（いわゆる「ポイント還
元事業」）。 

6 住民税非課税者及び３歳未満の小さな乳幼児のいる子育て世帯に対し、2019年10月から2020年３月までの間で使用
できるプレミアム付商品券を発行・販売（１人当たり２万５千円まで（プレミアム額５千円））。 

furukawahc
テキストボックス
-9-



furukawahc
テキストボックス
-10-



1 
 

成長戦略実行計画・成長戦略フォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計画 

（令和元年６月21日閣議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 

成長戦略実行計画 

 

第１章 基本的考え方 

（１）背景 

AI、IoT、ロボット、ビッグデータ、分散台帳技術（ブロックチェーン）など、第４次

産業革命のデジタル技術とデータの活用は、19 世紀から20 世紀にかけて進んだ電力化

や、20 世紀末に進んだ IT 化と同じく、全ての産業に幅広い影響を及ぼす、汎用技術

（General Purpose Technology：GPT）としての性格を有する。 

令和の新時代において、我が国が第４次産業革命の新たな汎用技術の潜在力を最大限

にいかし、生産性向上や経済成長につなげるためには、企業組織の在り方や個人の仕事

の内容・仕方など、経済社会システム全体の再構築を図る必要がある。 

第４次産業革命は、同質的なコスト競争から付加価値の獲得競争への構造変化をもた

らす。デジタリゼーションを企業経営者が本格活用し、いかに差別化を図り、付加価値

の高い新たな製品、サービスを生み出すかという競争であり、付加価値の創出・獲得が

課題である。 

第４次産業革命は、労働市場にも大きな影響を及ぼす。現在、世界的に中スキルの仕

事が減少し、高スキルと低スキルの仕事が増加する「労働市場の両極化（Polarization）」

が進行している。高スキルの雇用を増加させるためには、機械やAIでは代替できない創

造性、感性、デザイン性、企画力といった能力やスキルを具備する人材を育てていく必

要がある。 

このように、第４次産業革命に合わせて「組織」と「人」の変革を進められるかどう

かが、付加価値の創出による労働生産性上昇を実現できるかどうかを左右する。 

 

（２）政府・政策の変革 

第４次産業革命の変化のスピードは早く、かつ、急激であり、世界は大きく変化して

いる。政府が、早期に、かつ、具体的に対応策を打ち出し、民間がこれに応えて具体的

なアクションを起こせるかどうかが、日本が第４次産業革命をリードできるかどうかを

決する。この１、２年が勝負である。 

このため、必要な法制面を含む環境整備を全政府的に早急に進め、2020年の通常国会

において国の基本的なインフラ整備・ルール整備を完了するよう取り組むこととする。 

引き続き、アベノミクスにおける大胆な金融政策や機動的な財政運営を推進しつつ、

その間に、政府においては、人材の流動化などのオープン・イノベーションの試みを率

先して実施すると同時に、規制改革の推進により新規参入や新陳代謝を促進し、経済政
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策の持続可能性を確保していく。 

 

（中略） 

 

第４章 人口減少下での地方施策の強化 

（中略） 

６．中小企業・小規模事業者の生産性向上 

 ローカルのグローバル化を進めるなどにより、中小企業・小規模事業者の生産性を高

め、付加価値を増加させ、従業員や家族の消費を支え、地域経済にも貢献するという好

循環を促すことが、我が国全体の成長に不可欠である。 

  

①デジタル実装支援 

  デジタル化による生産性向上の取組が普遍的に広がるよう、ものづくり補助金やＩＴ

導入補助金等による支援を引き続き推進するとともに、創業時等におけるクラウド会計

をはじめとするデジタル化の普及促進やクラウド・ファンディングなどのデジタルツー

ルの活用を採択時の加点要素とする補助金の範囲の拡大を検討する。また、個社単位の

デジタル化のみならず、データレンディング、補助金交付決定の電子記録債権化による

つなぎ融資サービス、ＥＤＩ関連サービス、支援機関によるデジタル化促進などの普及

支援策を検討する。 

 

②経営資源引継ぎの促進 

 事業承継を契機に行う新事業展開を促進するため、現行の事業承継補助金について、

第二創業・ベンチャー型事業承継への支援の拡充・重点化を行う。また、事業引継支援

データベースや後継者人材バンクを抜本拡充するなど、経営資源引継型の創業や第三者

承継等を後押しするための取組を進める。 

 

③経営者保証 

 経営者保証が事業承継の阻害要因とならないよう、原則として新旧経営者からの二重

徴求を行わないことを明記した「経営者保証に関するガイドライン」の特則を年内を目

途に策定する。また、中小企業等が経営者保証を不要とするための要件の充足をできる

よう、専門家の確認・支援を受けることができる体制を整備する。さらに、事業承継時

に後継者の経営者保証を不要とする新たな信用保証メニューを創設するとともに、保証

料負担を最大ゼロまで軽減する政策を推進する。加えて、商工中金が原則無保証化する

など、政府系金融機関・信用保証協会の取組を一層促すとともに、これらの施策を通じ

て民間金融機関による経営者保証に依存しない融資についても一層進めていく。 

 

④産業ごとのきめ細かな取引関係の適正化 

 親事業者からのコスト低下圧力が原因となって、下請事業者となっている中小企業が
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賃金や設備投資の水準を上げられない可能性もあることから、利益や付加価値の状況、

労働や資本への分配状況等を、産業・業種、企業規模ごとの分析等を行った上で、親事

業者と下請事業者との格差が特に大きい産業等を中心に、下請Ｇメンによる下請事業者

の実態把握等も含めて調査を重点的に行うなど、個別の産業に応じた取引関係の課題を

明らかにし、競争法制や中小企業法制等をフル活用して、きめ細かな改善を図っていく。 

 これにより、サプライチェーン全体の中で、大企業と中小企業がコストアップを公正

に負担し合ったり、大企業が中小企業のデジタル技術実装に協力したりすることで、中

小企業の生産性向上を後押しし、経済全体の付加価値を高める、共存共栄の関係を構築

する。 

 

 

成長戦略フォローアップ 

 

Ⅱ．全世代型社会保障への改革 

（中略） 

３．多様で柔軟な働き方の拡大 

（中略） 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

（中略） 

ⅱ）生産性を最大限に発揮できる働き方に向けた支援 

（中略） 

③ 最低賃金の引上げ 

・経済成長率の引上げや日本経済全体の生産性の底上げを図りつつ、中小企業・小規

模事業者が賃上げしやすい環境整備に積極的に取り組む。生産性向上に意欲をもっ

て取り組む中小企業・小規模事業者に対して、きめ細かな伴走型の支援を粘り強く

行っていくことをはじめ、思い切った支援策を講ずるとともに、下請中小企業振興

法に基づく振興基準の更なる徹底を含め取引関係の適正化を進め、下請事業者によ

る労務費上昇の取引対価への転嫁の円滑化を図る。 

・最低賃金については、この３年、年率３％程度を目途として引き上げられてきたこ

とを踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域間格差にも配慮しながら、これらの取

組とあいまって、より早期に全国加重平均が 1000 円になることを目指す。あわせ

て、我が国の賃金水準が他の先進国との比較で低い水準に留まる理由の分析1をはじ

め、最低賃金の在り方について引き続き検討する。 

 

（以下、略） 

 

                                            
1 業種別業態別、地域別の実態分析を含む。 

furukawahc
テキストボックス
-13-



furukawahc
テキストボックス
-14-



- 1 - 
 

 

 

 

 

滋賀県内経済情勢報告 
（平成31年4月判断） 

１．総論 

【総括判断】「県内経済は、回復しつつある」 

項 目 前回（31年1月判断） 今回（31年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 回復しつつある 回復しつつある 
 

（注）31年4月判断は、31年1月判断以降、31年4月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は緩やかに回復しつつあるほか、生産活動は回復しつつあり、雇用情勢は着実に改善してい

るなど、県内経済は全体として、回復しつつある。 

【主な項目の判断】 

項 目 前回（31年1月判断） 今回（31年4月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

生産活動 回復しつつある 回復しつつある 
 

雇用情勢 着実に改善している 着実に改善している 
 

 

設備投資 30年度は前年度を上回る計画となっている 30年度は前年度を上回る見込みとなっている 
 

企業収益 30年度は増益見込みとなっている 30年度は増益見込みとなっている 
 

 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策効果などを背景に、緩やかな回復

が続くことが期待される。ただし、通商問題の動向や、中国経済の先行き、海外経済の動向と政策に関

する不確実性、金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。 

 

財務省 近畿財務局 

大津財務事務所 

平成31 年4 月25 日 
 

Kinki Finance Bureau Ministry of Finance 
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２．各論 

【主な項目】 
 
 個 人 消 費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売額は、飲食料品や衣料品が低調なことなどから、前年を下回っている。 

コンビニエンスストア販売額は、惣菜やカウンター商品が堅調なことなどから、前年を上回っている。 

ドラッグストア販売額は、新規出店効果により売上が好調なことから、前年を上回っている。 

ホームセンター販売額は、季節商品が低調であったことなどから、前年を下回っている。 

家電大型専門店販売額は、液晶・有機ＥＬテレビなどが好調なことから、前年を上回っている。 

乗用車の新車登録届出台数は、普通・小型車、軽自動車ともに前年を下回っている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 春物衣料が動く時期に気温が低かったことなどから、衣料品は振るわなかった。             （百貨店） 

➢ 野菜の相場安が続いたことなどが、売上の減少に影響している。                   （スーパー） 

➢ 伸びは小さくなっているものの、中食の惣菜やカウンター商品の販売は堅調。       （コンビニエンスストア） 

➢ 暖冬の影響か風邪薬等の販売が伸び悩んだ。3月以降は花粉症対策関連商品の売上が好調。    （ドラッグストア） 

➢ 暖冬の影響から、暖房器具や除雪器具の売上が伸びなかった。                 （ホームセンター） 

➢ 地デジ移行期のテレビの買い替え需要の影響もあり、テレビの売れ行きが良い。           （家電量販店） 

➢ 前四半期と比べ、売上は増加しているが、前年同期比では横ばい。軽自動車が好調なほか、ＳＵＶ車、小型車も堅調。 

（自動車販売店） 

 

 生 産 活 動 「回復しつつある」 

鉱工業指数（生産）でみると、はん用・生産用・業務用機械工業、食料品工業、窯業・土石製品工業

などで低下しているものの、化学工業、プラスチック製品工業、電気機械工業などで増加していること
などから、全体では回復しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 今期は半導体業界の減速の影響が大きい。1-3月期の半導体関連事業の売上は前年比でかなり落ち込んでいる。ただ、

下期に向けて好材料もあると考えている。                           （生産用機械工業） 

➢ 通期でみると生産量は増加しているが、当期においてはメンテナンスなどで製造ラインを休止する期間もあった。 

（食料品工業） 

➢ 欧州における排ガス規制の影響による自動車生産台数の減少や、中国における自動車販売台数の減少が影響している。               

（窯業・土石製品工業） 

➢ 中国からの需要が旺盛なことや、免税店におけるインバウンド需要などから受注が増加しており、生産が追い付いてい

ない。                                             （化学工業） 

➢ 米中貿易摩擦の影響などから、既存取引先の景況感は悪化しているものの、新規先の開拓に努めプラス成長を維持して

いる。                                            （プラスチック製品工業） 

➢ 米国向け産業用機械が好調であったことなどから、当社としても好調であった。             （電気機械工業） 

 

 雇 用 情 勢 「着実に改善している」 

有効求人倍率は、19 か月連続で 1.3 倍を超える水準となっている。新規求人数は足下で前年を下回
っているものの、完全失業率も低水準となっているなど、雇用情勢は着実に改善している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 新卒採用については、大手ゼネコンなどに人材が流れ、地元建設業にまで人材が集まらず、計画より少ない人数となっ

た。                                                  （建設業） 

➢ 求人の7割程度しか充足できておらず、人手不足感は強い。小売業全般が厳しい局面にある。        （小売）  

➢ 大卒で希望の人数を採用することができず、人手不足感がある。特に理系の専門人材が不足している。       

（生産用機械工業） 

➢ メカニックが慢性的に不足している。                                     （自動車販売店） 

➢ 人手不足は深刻であるが、作業特性などから機械による省人化は難しい。                  （繊維工業） 
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 設 備 投 資 「30年度は前年度を上回る見込みとなっている」(全産業)「法人企業景気予測調査」31年1-3月期 

○ 製造業では、化学工業などで前年度を下回っているものの、非鉄金属工業などで前年度を上回っている

ことから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

○ 非製造業では、生活関連サービスなどで前年度を下回っているものの、小売などが前年度を上回ってい

ることから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

 

 企 業 収 益 「30年度は増益見込みとなっている」(全産業)「法人企業景気予測調査」31年1－3月期 
○ 製造業では、電気機械工業などが減益となるものの、生産用機械工業などが増益となることから、全体
では増益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、不動産などが減益となるものの、小売などが増益となることから、全体では増益見込み
となっている。 

 

【その他の項目】 

 住 宅 建 設 「前年を下回っている」 

新設住宅着工戸数でみると、貸家が減少していることなどから、全体で前年を下回っている。 

 

 公 共 事 業 「前年を大幅に下回っている」 

前払金保証請負金額でみると、市町が大幅に減少していることなどから、全体で前年を大幅に下回って
いる。 

 

 企業の景況感 「下降」超となっている (全産業)「法人企業景気予測調査」31年1－3月期 

企業の景況判断ＢＳＩでみると、現状判断は「下降」超となっている。先行きについては「下降」超幅
が縮小する見通しとなっている。 

 

 企 業 倒 産 「件数、負債金額ともに前年を下回っている」 

倒産件数、負債金額ともに前年を下回っている。 

Ministry of Finance JAPAN 

Ministry of Finance JAPAN 
財 務 省 

  お問合せ先：大津財務事務所 財務課  ℡077-522-6455 
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（円）

費　　目
平成27年４月
（集計世帯96）

平成28年４月
（集計世帯96）

平成29年４月
（集計世帯96）

平成30年４月
（集計世帯96）

食 料 費 28,200 25,880 27,150 27,270

住居関係費 31,700 34,870 61,760 37,230

被服・履物費 5,670 5,260 2,410 3,310

雑 費 Ⅰ 31,260 38,780 38,660 38,290

雑 費 Ⅱ 11,390 6,590 7,410 5,220

計 108,220 111,380 137,390 111,320

大津市における費目別標準生計費（１人）の推移

【標準生計費算定方法の概要】

標準生計費は、大津市における最も標準的な生活水準を求めるため、「家計調査」（総務
省）等に基づき、次の方法により算定した。
標準生計費の費目の内訳
食 料 費 ……食料
住居関係費 ……住居、光熱・水道、家具・家事用品
被服・履物費……被服および履物

雑 費 Ⅰ……保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽
雑 費 Ⅱ……その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

１人世帯については、平成26年の「全国消費実態調査」（総務省）の単身勤労者世帯に係
る資料を基に人事院が作成した各費目標準生計費を大津市に置き換えて算定した。
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【賃金】

(前年同時期)

3月15日
（3月15日発表）

3月22日
（3月22日発表）

4月3日
（4月5日発表）

4月16日
（4月18日発表）

5月8日
（5月10日発表）

6月4日
（6月7日発表）

6月7日

2.16％ 2.13％ 2.15％ 2.13％ 2.10％ 2.08％ 2.08％

全体計 6,653円 6,475円 6,412円 6,292円 6,217円 6,043円 5,989円

(626組合) (1,244組合) (2,276組合) (3,032組合) (3,715組合) (4,927組合) (4,977組合)

3月15日
（3月15日発表）

3月22日
（3月22日発表）

4月3日
（4月5日発表）

4月16日
（4月18日発表）

5月8日
（5月10日発表）

6月4日
（6月7日発表）

6月7日

2.12％ 2.02％ 2.07％ 2.04％ 1.99％ 1.95％ 1.99％

300人未満 5,386円 5,183円 5,232円 5,110円 4,925円 4,792円 4,873円

(280組合) (642組合) (1,384組合) (1,949組合) (2,543組合) (3,555組合) (3,537組合)

3月15日
（3月15日発表）

3月22日
（3月22日発表）

4月3日
（4月5日発表）

4月16日
（4月18日発表）

5月8日
（5月10日発表）

6月4日
（6月7日発表）

6月7日

2.16％ 2.13％ 2.16％ 2.14％ 2.11％ 2.09％ 2.09％

300人以上 6,687円 6,534円 6,505円 6,409円 6,376円 6,234円 6,153円

(346組合) (602組合) (892組合) (1,083組合) (1,172組合) (1,372組合) (1,440組合)

4月23日 4月25日

大手企業 2.46％ 2.54％

8,310円 8,621円

(60社) (68社)

6月18日 6月15日

中小企業 1.87％ 1.91％

4,764円 4,805円

(203社) (223社)

5月13日
（5月25日発表）

5月8日

2.17％ 2.31％

6,763円 7,143円

(467社) (458社)

2019年　各集計機関別集計状況

● 連　合（平均賃金方式、加重平均）

　　　   （平均賃金方式、300人未満、加重平均）

　　　   （平均賃金方式、300人以上、加重平均）

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手251社、加重平均）

■ 日経新聞（賃金動向調査）

         （従業員500人未満、17業種752社、加重平均）
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【年間一時金】

● 連　合（加重平均、回答集計） (前年同時期)

4月3日
（4月5日発表）

5月8日
（5月10日発表）

6月4日
（6月7日発表）

6月7日

4.90月 4.88月 4.86月 4.94月
(1,371組合) (1,891組合) (2,234組合) (2,305組合)

1,565,936円 1,553,754円 1,552,701円 1,581,344円
(698組合) (972組合) (1,207組合) (1,328組合)

○ 経団連

　なし

 月  日

－

－

－

4月3日
（4月5日発表）

5月8日
（5月10日発表）

6月4日
（6月7日発表）

6月7日

2.48月 2.46月 2.45月 2.46月
(950組合) (1,492組合) (1,986組合) (2,018組合)

694,009円 702,243円 700,916円 740,100円
(535組合) (891組合) (1,268組合) (1,455組合)

6月11日 6月14日

－ －

－ －

971,777円 967,386円
(83社) (96社)

5月13日
（5月25日発表）

5月8日

回答月数 － －

回答額 850,815円 829,786円
(209社) (199社)

2019年　各集計機関別集計状況

回答月数

回答額

回答月数

回答額

● 連　合（季別、加重平均、回答集計）

■ 日経新聞（賃金動向調査）

■ 日経新聞（上場企業等、加重平均、回答・妥結状況）

【夏季一時金】

回答月数

回答額

回答月数

回答額

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手251社、加重平均）
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1級地-1 78,640 0 1,080 1,160 80,880

1級地-2 大　津　市 75,300 0 1,080 1,110 77,490 28,785 106,275

2級地-1 草　津　市 71,680 0 1,080 1,050 73,810 95,168

2級地-2 70,560 0 1,080 1,000 72,640

3級地-1

彦根市･長浜市・近江
八幡市・守山市・栗
東市・甲賀市･野洲
市･湖南市･東近江市

67,470 0 1,080 950 69,500 90,858

3級地-2 上記以外 65,080 0 1,080 900 67,060 88,418

1級地-1 147,180 10,000 1,730 1,950 160,860

1級地-2 大　津　市 141,340 10,000 1,730 1,860 154,930 41,578 196,508

2級地-1 草　津　市 135,090 10,000 1,730 1,770 148,590 182,445

2級地-2 132,420 10,000 1,730 1,680 145,830

3級地-1

彦根市･長浜市・近江
八幡市・守山市・栗
東市・甲賀市･野洲
市･湖南市･東近江市

126,450 10,000 1,730 1,600 139,780 173,635

3級地-2 上記以外 121,900 10,000 1,730 1,510 135,140 168,995

※　○ 標準世帯とは、33歳男、29歳女及び4歳子による３人世帯である。

○

○ 第1類：個人の経費(衣・食等)である。

第2類：世帯の経費(光熱費等)である。

○ 地区別冬季(11月～3月)加算額は、滋賀県はⅥ区で年間分を１ヶ月平均したものを加算したものである。

○ 期末一時扶助費は、12月に支給分を１ヶ月平均したものを加算したものである。

○ 生活扶助額は平成30年10月改定版による

○ 住宅扶助額は、※平成28年被保護者調査による。

※大津市については、平成21年4月に中核都市となったことから、平成21年調査より別掲となる。

33,855

全国各市町村を各地域の物価指数を基準に、1級地-1、1級地-2、2級地-1、2級地-2、3級地-1、3級地ｰ2の６階級に
区分したもの。

第1類費及び
第2類費

冬季加算額
期末一時
扶助費

計

<　標　準　３　人　世　帯　>

級地区分 市町村名

生 活 扶 助
住宅扶助額
（実績値）

合　計

児童養育
加算

児童養育
加算

21,358

滋賀県における生活保護の実態（生活扶助＋住宅扶助）

<１８歳単身世帯：年齢区分12歳～19歳>

級地区分 市町村名

生 活 扶 助

住宅扶助額
(実績値)

合　計第1類費及び
第2類費

冬季加算額
期末一時
扶助費

計
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（1） 年次別最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果

平成２６年

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成３０年

平成３１年

（2） 業種別の状況(平成３１年)

製造業

商　　業

接客娯楽業

その他

計

最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果

監督実施事業場数
①

違反事業場数
②

違反率
（②÷①）×100

283 26 9.2%

292 19 6.5%

233 54 23.2%

287 38 13.2%

9.6%

10.5%

439 53 12.1%

341 37 10.9%

341 37 10.9%

違反率
（②÷①）×100

111

102

52

76

9

15

5

8

8.1%

監督実施事業場数
①

違反事業場数
②

14.7%
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8月1日 8月16日 8月19日 8月28日 9月27日 (金) 9月1日 9月17日 9月18日 9月30日 10月30日 (水)

8月2日 8月19日 8月20日 8月29日 9月28日 (土) 9月2日 9月17日 9月18日 9月30日 10月30日 (水)

8月3日 8月19日 8月20日 8月29日 9月28日 (土) 9月3日 9月18日 9月19日 10月1日 10月31日 (木)

8月4日 8月19日 8月20日 8月29日 9月28日 (土) 9月4日 9月19日 9月20日 10月2日 11月1日 (金)

8月5日 8月20日 8月21日 8月30日 9月29日 (日) 9月5日 9月20日 9月24日 10月3日 11月2日 (土)

8月6日 8月21日 8月22日 9月2日 10月2日 (水) 9月6日 9月24日 9月25日 10月4日 11月3日 (日)

8月7日 8月22日 8月23日 9月3日 10月3日 (木) 9月7日 9月24日 9月25日 10月4日 11月3日 (日)

8月8日 8月23日 8月26日 9月4日 10月4日 (金) 9月8日 9月24日 9月25日 10月4日 11月3日 (日)

8月9日 8月26日 8月27日 9月5日 10月5日 (土) 9月9日 9月24日 9月25日 10月4日 11月3日 (日)

8月10日 8月26日 8月27日 9月5日 10月5日 (土) 9月10日 9月25日 9月26日 10月7日 11月6日 (水)

8月11日 8月26日 8月27日 9月5日 10月5日 (土) 9月11日 9月26日 9月27日 10月8日 11月7日 (木)

8月12日 8月27日 8月28日 9月6日 10月6日 (日) 9月12日 9月27日 9月30日 10月9日 11月8日 (金)

8月13日 8月28日 8月29日 9月9日 10月9日 (水) 9月13日 9月30日 10月1日 10月10日 11月9日 (土)

8月14日 8月29日 8月30日 9月10日 10月10日 (木) 9月14日 9月30日 10月1日 10月10日 11月9日 (土)

8月15日 8月30日 9月2日 9月11日 10月11日 (金) 9月15日 9月30日 10月1日 10月10日 11月9日 (土)

8月16日 9月2日 9月3日 9月12日 10月12日 (土) 9月16日 10月1日 10月2日 10月11日 11月10日 (日)

8月17日 9月2日 9月3日 9月12日 10月12日 (土) 9月17日 10月2日 10月3日 10月15日 11月14日 (木)

8月18日 9月2日 9月3日 9月12日 10月12日 (土) 9月18日 10月3日 10月4日 10月16日 11月15日 (金)

8月19日 9月3日 9月4日 9月13日 10月13日 (日) 9月19日 10月4日 10月7日 10月17日 11月16日 (土)

8月20日 9月4日 9月5日 9月17日 10月17日 (木) 9月20日 10月7日 10月8日 10月18日 11月17日 (日)

8月21日 9月5日 9月6日 9月18日 10月18日 (金) 9月21日 10月7日 10月8日 10月18日 11月17日 (日)

8月22日 9月6日 9月9日 9月19日 10月19日 (土) 9月22日 10月7日 10月8日 10月18日 11月17日 (日)

8月23日 9月9日 9月10日 9月20日 10月20日 (日) 9月23日 10月8日 10月9日 10月21日 11月20日 (水)

8月24日 9月9日 9月10日 9月20日 10月20日 (日) 9月24日 10月9日 10月10日 10月22日 11月21日 (木)

8月25日 9月9日 9月10日 9月20日 10月20日 (日) 9月25日 10月10日 10月11日 10月23日 11月22日 (金)

8月26日 9月10日 9月11日 9月24日 10月24日 (木) 9月26日 10月11日 10月15日 10月24日 11月23日 (土)

8月27日 9月11日 9月12日 9月25日 10月25日 (金) 9月27日 10月15日 10月16日 10月25日 11月24日 (日)

8月28日 9月12日 9月13日 9月26日 10月26日 (土) 9月28日 10月15日 10月16日 10月25日 11月24日 (日)

8月29日 9月13日 9月17日 9月27日 10月27日 (日) 9月29日 10月15日 10月16日 10月25日 11月24日 (日)

8月30日 9月17日 9月18日 9月30日 10月30日 (水) 9月30日 10月15日 10月16日 10月25日 11月24日 (日)

8月31日 9月17日 9月18日 9月30日 10月30日 (水)

10月1日 10月16日 10月17日 10月28日 11月27日 (水) 11月1日 11月18日 11月19日 11月28日 12月28日 (土)

10月2日 10月17日 10月18日 10月29日 11月28日 (木) 11月2日 11月18日 11月19日 11月28日 12月28日 (土)

10月3日 10月18日 10月21日 10月30日 11月29日 (金) 11月3日 11月18日 11月19日 11月28日 12月28日 (土)

10月4日 10月21日 10月22日 10月31日 11月30日 (土) 11月4日 11月19日 11月20日 11月29日 12月29日 (日)

10月5日 10月21日 10月22日 10月31日 11月30日 (土) 11月5日 11月20日 11月21日 11月30日 12月30日 (月)

10月6日 10月21日 10月22日 10月31日 11月30日 (土) 11月6日 11月21日 11月22日 12月1日 12月31日 (火)

10月7日 10月22日 10月23日 11月1日 12月1日 (日) 11月7日 11月22日 11月25日 12月4日 1月3日 (金)

10月8日 10月23日 10月24日 11月5日 12月5日 (木) 11月8日 11月25日 11月26日 12月5日 1月4日 (土)

10月9日 10月24日 10月25日 11月6日 12月6日 (金) 11月9日 11月25日 11月26日 12月5日 1月4日 (土)

10月10日 10月25日 10月28日 11月7日 12月7日 (土) 11月10日 11月25日 11月26日 12月5日 1月4日 (土)

10月11日 10月28日 10月29日 11月8日 12月8日 (日) 11月11日 11月26日 11月27日 12月6日 1月5日 (日)

10月12日 10月28日 10月29日 11月8日 12月8日 (日) 11月12日 11月27日 11月28日 12月9日 1月8日 (水)

10月13日 10月28日 10月29日 11月8日 12月8日 (日) 11月13日 11月28日 11月29日 12月10日 1月9日 (木)

10月14日 10月29日 10月30日 11月11日 12月11日 (水) 11月14日 11月29日 12月2日 12月11日 1月10日 (金)

10月15日 10月30日 10月31日 11月12日 12月12日 (木) 11月15日 12月2日 12月3日 12月12日 1月11日 (土)

10月16日 10月31日 11月1日 11月13日 12月13日 (金) 11月16日 12月2日 12月3日 12月12日 1月11日 (土)

10月17日 11月1日 11月5日 11月14日 12月14日 (土) 11月17日 12月2日 12月3日 12月12日 1月11日 (土)

10月18日 11月5日 11月6日 11月15日 12月15日 (日) 11月18日 12月3日 12月4日 12月13日 1月12日 (日)

10月19日 11月5日 11月6日 11月15日 12月15日 (日) 11月19日 12月4日 12月5日 12月16日 1月15日 (水)

10月20日 11月5日 11月6日 11月15日 12月15日 (日) 11月20日 12月5日 12月6日 12月17日 1月16日 (木)

10月21日 11月5日 11月6日 11月15日 12月15日 (日) 11月21日 12月6日 12月9日 12月18日 1月17日 (金)

10月22日 11月6日 11月7日 11月18日 12月18日 (水) 11月22日 12月9日 12月10日 12月19日 1月18日 (土)

10月23日 11月7日 11月8日 11月19日 12月19日 (木) 11月23日 12月9日 12月10日 12月19日 1月18日 (土)

10月24日 11月8日 11月11日 11月20日 12月20日 (金) 11月24日 12月9日 12月10日 12月19日 1月18日 (土)

10月25日 11月11日 11月12日 11月21日 12月21日 (土) 11月25日 12月10日 12月11日 12月20日 1月19日 (日)

10月26日 11月11日 11月12日 11月21日 12月21日 (土) 11月26日 12月11日 12月12日 12月24日 1月23日 (木)

10月27日 11月11日 11月12日 11月21日 12月21日 (土) 11月27日 12月12日 12月13日 12月25日 1月24日 (金)

10月28日 11月12日 11月13日 11月22日 12月22日 (日) 11月28日 12月13日 12月16日 12月26日 1月25日 (土)

10月29日 11月13日 11月14日 11月25日 12月25日 (水) 11月29日 12月16日 12月17日 12月27日 1月26日 (日)

10月30日 11月14日 11月15日 11月26日 12月26日 (木) 11月30日 12月16日 12月17日 12月27日 1月26日 (日)

10月31日 11月15日 11月18日 11月27日 12月27日 (金)(木) (金) (月) (水)

(火) (水) (木) (月) (金) (月) (火) (金)

(水) (木) (金) (火) (土) (月) (火) (金)

(日) (月) (火) (木) (水) (木) (金) (水)

(月) (火) (水) (金) (木) (金) (月) (木)

(金) (月) (火) (木) (月) (火) (水) (金)

(土) (月) (火) (木) (火) (水) (木) (火)

(水) (木) (金) (火) (土) (月) (火) (木)

(木) (金) (月) (水) (日) (月) (火) (木)

(月) (火) (水) (金) (木) (金) (月) (水)

(火) (水) (木) (月) (金) (月) (火) (木)

(土) (火) (水) (金) (火) (水) (木) (月)

(日) (火) (水) (金) (水) (木) (金) (火)

(木) (金) (火) (木) (日) (月) (火) (木)

(金) (火) (水) (金) (月) (火) (水) (金)

(火) (水) (木) (火) (金) (月) (火) (木)

(水) (木) (金) (水) (土) (月) (火) (木)

(日) (月) (火) (金) (水) (木) (金) (火)

(月) (火) (水) (月) (木) (金) (月) (水)

(金) (月) (火) (金) (月) (火) (水) (金)

(土) (月) (火) (金) (火) (水) (木) (月)

(水) (木) (金) (水) (土) (月) (火) (木)

(木) (金) (月) (木) (日) (月) (火) (木)

(月) (火) (水) (金) (木) (金) (月) (水)

(火) (水) (木) (火) (金) (月) (火) (木)

(土) (月) (火) (木) (火) (水) (木) (土)

(日) (月) (火) (木) (水) (木) (金) (日)

(木) (金) (月) (水) (日) (月) (火) (木)

(金) (月) (火) (木) (月) (火) (水) (金)

(火) (水) (木) (月) (金) (月) (火) (木)

(水) (木) (金) (火) (土) (月) (火) (木)

異議申出
締切

１営業日
官総
持込

7営業日
官報
公示

30日

発効
→ → → → → → → →

平成31年8月

１営業日

平成31年10月 平成31年11月

答申要旨
公示

15日
異議申出
締切

１営業日
官総
持込

7営業日
官報
公示

30日

発効
答申要旨
公示

15日

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

発効
15日

→

(木)

(金)

(土)

→

答申要旨
公示

異議申出
締切

(月)

(金)

(土)

(金)

(月)

(月)

(月)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(月)

(火)

(水)

(木)

(火)

(火)

(日)

(月)

(火)

(水)

(土)

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

(水)

(木)

(金)

(土)

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

(火)

(月)

(月)

(月)

(火)

(水)

(月)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(火)

(水)

(木)

(金)

(金)

(火)

(火)

(木)

(金)

(月)

(月)

(金)

(月)

(火)

(火)

(火)

(水)

(月)

(火)

(火)

(火)

(水)

(木)

(水)

(木)

(金)

(火)

(水)

(水)

(木)

(金)

(月)

(火)

(火)

(火)

(木)

(火)

(水)

(木)

(木)

(木)

(金)

(水)

(木)

(木)

(木)

(金)

(月)

(月)

官総
持込

官報
公示

7営業日

→

30日

→

(金)

(火)

(水)

(木)

(金)

(月)

(金)

(火)

(水)

(木)

(金)

(金)

(月)

(火)

(水)

(木)

(木)

発効
→ → → →

平成31年9月

答申要旨
公示

15日
異議申出
締切

１営業日
官総
持込

(日) (火) (水) (月)

(月) (火) (水) (月)

7営業日
官報
公示

30日

(木) (金) (火) (木)

(金) (火) (水) (金)

(火) (水) (木) (火)

(水) (木) (金) (水)

(月) (火) (水) (金)

(火) (水) (木) (月)

(土) (火) (水) (金)

(日) (火) (水) (金)

(金) (月) (火) (木)

(土) (月) (火) (木)

(水) (木) (金) (火)

(木) (金) (月) (水)

(火) (水) (木) (火)

(水) (木) (金) (水)

(日) (月) (火) (木)

(月) (火) (水) (金)

(土) (月) (火) (金)

(日) (月) (火) (金)

(木) (金) (月) (木)

(金) (月) (火) (金)

(金) (水)

(木) (金) (火) (木)

(月) (火) (水) (月)

(火) (水) (木) (火)

平成31年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（地域別最低賃金の場合）
※異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、8月5日(月)までに答申要旨を公示し、指定日発効とする必要がある。

(日) (火) (水) (金)

(月) (火) (水) (金)

(金) (火) (水) (金)

(土) (火) (水) (金)

(水) (木)
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令
和

元
年

７
月

8
日

現
在

開
始

時
刻

会
　

　
　

議
　

　
　

名
出

席
者

7
月

2
2
日

(月
)

1
3
時

3
0
分

事
業

場
実

地
視

察
全

委
員

8
月

1
日

(木
)

1
0
時

3
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

２
回

）
全

委
員

・
中

央
最

低
賃

金
審

議
会

の
目

安
報

告

8
月

1
日

(木
)

1
3
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

１
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

5
日

(月
)

9
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

２
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

5
日

(月
)

1
3
時

0
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

３
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

7
日

(水
)

9
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
予

備
日

）
　

 
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

5
日

(月
)

1
6
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

３
回

）
全

委
員

・ ・
滋

賀
県

最
低

賃
金

の
改

正
決

定
（
答

申
）

特
定

（
産

業
別

）
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
係

る
必

要
性

の
有

無
（
諮

問
）

8
月

7
日

(水
)

1
1
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

３
回

）
(8

月
7
日

に
専

門
部

会
を

開
催

し
た

場
合

）
全

委
員

・ ・
滋

賀
県

最
低

賃
金

の
改

正
決

定
（
答

申
）

特
定

（
産

業
別

）
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
係

る
必

要
性

の
有

無
（
諮

問
）

8
月

1
9
日

(月
)

1
3
時

3
0
分

特
別

検
討

小
委

員
会

（
第

1
回

）
小

委
員

会
委

員
・

特
定

(産
業

別
)最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
係

る
必

要
性

に
つ

い
て

8
月

2
1
日

(水
)

1
0
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

４
回

）
（
異

議
審

）
全

委
員

・ ・ ・

滋
賀

県
最

低
賃

金
答

申
に

関
す

る
異

議
審

議
特

定
(産

業
別

)最
低

賃
金

の
改

正
決

定
の

必
要

性
の

有
無

（
答

申
）

特
定

(産
業

別
)最

低
賃

金
の

改
正

決
定

（
諮

問
）

8
月

2
3
日

(金
)

1
0
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

４
回

）
（
異

議
審

）
(8

月
7
日

に
第

3
回

を
開

催
し

た
場

合
)

全
委

員
・ ・ ・

滋
賀

県
最

低
賃

金
答

申
に

関
す

る
異

議
審

議
特

定
(産

業
別

)最
低

賃
金

の
改

正
決

定
の

必
要

性
の

有
無

（
答

申
）

特
定

(産
業

別
)最

低
賃

金
の

改
正

決
定

（
諮

問
）

令
和

元
年

度
  

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
開

催
日

程
（
案

）

日
　

　
　

付
主

　
　

要
　

　
議

　
　

題
　

　
（
予

定
）
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滋労発基 0708 第 1 号 

令 和 元 年 7 月 8 日 

 
 
 

滋賀地方最低賃金審議会 
会長  中  睦  殿 

 
 
 

滋賀労働局長 
                           石坂 弘秋 
 
 
 

最低賃金の改正決定について（諮問） 
 
 
最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 12 条の規定に基づき、滋賀県最低

賃金（昭和 55 年滋賀労働基準局最低賃金公示第 3号）の改正決定について、経

済財政運営と改革の基本方針 2019（令和元年 6月 21 日閣議決定）及び成長戦略

実行計画・成長戦略フォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行

計画（同日閣議決定）に配意した、貴会の調査審議をお願いする。 

 
 
 

○写  




